｢権利としての博物館｣論序論 : これまでの博物館法改正を通して考える by 井上 敏
１ は じ め に
現在, 博物館法の改正に向けて様々な動きがある｡ このような動きは当然, 今回が初めて
ではない｡ 博物館法が1951年に公布, 52年に施行されて以来, より良い法制度にするために
も時代に合わせて改正していく必要があって, 継続して行われている｡ しかし, 今日に至る
博物館法の改正への博物館界に漂う雰囲気は従来からの改正における失望を引きずってきて
いるように感じられる｡
特に2008年の改正は1955年の改正以来, 博物館界の非常に大きな期待を背景に行われたが,
新聞などの記事に出た通り「博物館法改正, 期待はずれ｣1）といった文字が躍る｡ この改正
には「これからの博物館の在り方に関する検討協力者会議」を設置して議論が行われたが,
結果的に改正案に盛り込まれたもののうち, 大きな改正点は努力規定としての「学芸員の研
修の充実」と「博物館の自己評価の推進」の２点であった｡ この点は新法の第７条「文部科
学大臣及び都道府県の教育委員会は, 学芸員及び学芸員補に対し, その資質の向上のために
必要な研修を行うよう努めるものとする」及び第９条の２「博物館は, 当該博物館の事業に
関する地域住民その他の関係者の理解を深めるとともに, これらの者との連携及び協力の推
進に資するため, 当該博物館の運営の状況に関する情報を積極的に提供するよう努めなけれ
ばならない」という条文となった｡ 当時, 筆者の周りの博物館関係者から, この機会が本格
的な改正の最後のチャンスになるかもしれない, といった囁きが聞こえていた｡ それでこの
結果である｡ やはり今の日本社会において博物館法を改正するということはこの社会におけ
る博物館の価値をもっと理解してもらわないと出来ないのではないか, という絶望感を筆者
は感じた｡
こういった改正の状況を見てもとても博物館の法制度の充実につながったとは言えないが,
筆者が考えるところではまず博物館界全体で法をどうしたいのか, という点に合意が十分に
形成されていない, 問題が山積し過ぎて, 変えなければならないことは皆が思っているが,
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これまでの博物館法改正を通して考える
どのようにしたいのか, 博物館界全体として博物館法をこのようにしたいという明確な像が
できていない, というところに問題があるように思われる｡ 勿論, 法律というものは改正の
過程でその法律への要求と, 制定されてしまった法律の内容との間には大なり小なり隔たり
があることは間違いない｡ そして, 法律の内容として盛りこまれることのなかった事柄は,
そのまま消えていってしまうこともあれば, その法律が再び改正されるときの大きな指針に
なることもある｡
そこで本稿ではまずこれまでの博物館法改正の歴史を整理してみる｡ このことによりこれ
までの改正ではどのような点を改正できたのかを検討する｡ 更に, その改正の歴史を踏まえ
て, これからの博物館法の改正に向けて, 筆者の提案を述べることにする｡
２ これまでの博物館法の改正
現在の博物館法は1951年公布, 52年に施行されて以来 (昭和26年12月１日法律第285号),
現在まで合計19回の法改正が行われており, それは以下の通りである｡
① 昭和27年８月14日法律第305号
② 昭和28年８月15日法律第213号
③ 昭和30年７月22日法律第81号
④ 昭和31年６月30日法律第163号
⑤ 昭和34年４月30日法律第158号
⑥ 昭和46年６月１日法律第96号
⑦ 昭和58年12月２日法律78号
⑧ 昭和61年12月４日法律第93号
⑨ 平成３年４月２日 (２本の法改正）法律第23号, 第25号
⑩ 平成５年11月12日法律第89号
⑪ 平成11年７月16日法律87号
⑫ 平成11年12月22日 (２本の改正）法律第160号, 第220号
⑬ 平成13年７月11日法律第105号
⑭ 平成18年６月２日法律第50号
⑮ 平成19年６月27日法律第96号
⑯ 平成20年６月11日法律第59号
⑰ 平成23年８月30日法律第105号
⑱ 平成26年６月４日法律第51号
⑲ 平成29年５月31日法律第41号
① 昭和27年８月14日改正
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これは「日本赤十字社法附則19項」による改正である｡ 博物館の設置者に日本赤十字社が
追加された｡ またこの改正では第29条の文中に出てくる「文部大臣が」を「国が設置する施
設にあつては文部大臣が, その他の施設にあつては当該施設の所在する都道府県の教育委員
会が」に改められた｡
② 昭和28年８月15日改正
この改正は「地方自治法の一部を改正する法律の施行に伴う関係法令の整理に関する法律」
７条による改正である｡ 附則第六項各号列記以外の部分について「文部省令」を「政令」に
改正した｡
③ 昭和30年７月22日改正－ ｢第一次改正」
この改正は博物館法の第一次改正と呼ばれるように, 博物館法にとって大きな改正であっ
た｡ 第４条第５項を削除し, 第６項を第５項に第７項を第６項に繰り上げ第５条を改正した｡
このことにより自然系, 人文系学芸員の区分を一本化し, 文部大臣が資格を認定する制度に
改めた｡ 第10条では「地方公共団体, 日本赤十字社, 民法第34条の法人または宗教法人が,
博物館を設置しようとするときは」の部分を「博物館を設置しようとする者は, 当該博物館
について」と改めて博物館の設置主体の範囲を広げ, 第５条第１項第 4・5 号を削除するこ
とで学芸員資格取得のための講習を廃止して, また文部大臣が博物館相当施設を指定できる
ようにする第29条を追加した｡ またこれを受けて10月には博物館法施行規則の制定を行い,
学芸員資格に関する規定を全面改正した｡
④ 昭和31年６月30日改正
この改正は「地方教育行政の組織及び運営に関する法律の施行に伴う関係法律の整理に関
する法律」11条による改正である｡ これは「地方教育行政の組織及び運営に関する法律」に
より教育委員の選任方法を直接公選制から地方公共団体の長が議会の同意を得て任命する制
度に変更した｡ また文部大臣の都道府県, 都道府県の市町村に対する指導助言に対する博物
館法第７条「文部大臣は, 都道府県の教育委員会に対し, 都道府県の教育委員会は市 (特別
区を含む｡ 以下同じ｡）町村の教育委員会及び私立博物館に対し, その求めに応じて, 博物
館の設置及び運営に関して, 専門的, 技術的な指導又は助言を与えることができる｡」を削
除した｡
⑤ 昭和34年４月30日改正
この改正は「社会教育法等の一部を改正する法律」の３条による改正である｡ これについ
ては文部省の社会教育局長通達 (文社社第283号 各都道府県教育委員会あて）が出されて
おり,「公民館, 図書館及び博物館の補助の補助対象経費の範囲は, 社会教育法施行令及び
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博物館法施行令において, 従前の補助金等の臨時特例等に関する法律施行令第２条及び第３
条の規定とほぼ同様の内容が規定されているが, 従前, 施設の新築にあたって認められるこ
とになっていた施設費補助は, 今後, 施設の建築にあたって補助することができるよう」に,
博物館等への補助が恒常的にできるよう改められた｡
⑥ 昭和46年６月１日改正
この改正は「許可, 認可等の整理に関する法律」13条による改正である｡ これを受けて,
博物館法第29条の改正が行われる｡ これまでは文部大臣が行っていた博物館に相当する施設
の指定に関して, 国の設置する施設を除いて, その当該施設が所在する都道府県の教育委員
会が行うことに変更された｡
⑦ 昭和58年12月２日改正
この改正は「国家行政組織法の一部を改正する法律の施行に伴う関係法律の整理等に関す
る法律」71条による改正である｡ 博物館法第３条第１項第９号のうち「国立博物館, 国立科
学博物館」を「博物館と同一の目的を有する国の施設」に改めた｡
⑧ 昭和61年12月４日改正
この改正は「日本国有鉄道改革法等施行法」99条による改正である｡ 博物館法第９条「博
物館資料の日本国有鉄道による輸送に関する運賃及び料金については, 国有鉄道運賃法 (昭
和23年法律第112号）第８条の規定の運用があるものとする」を削除した｡
⑨ 平成３年４月２日改正
この改正は２つあり, 一つは「国立学校設置法及び学校教育法の一部を改正する法律附則」
８項による改正で, もう一つは「学校教育法等の一部を改正する法律附則」６項による改正
である｡ 前者については博物館法の第５条第１項第１号にある「称号」を「学位」に改める
ものである｡ これは大学学部卒業時に授与される学士号を「学位」として認めるために改正
されたものであり, 博物館法上の「学士の学位を有する者で, 大学において文部科学省令で
定める博物館に関する科目の単位を修得したもの (※下線部は筆者)」とした｡ 後者につい
ては「あん摩マッサージ指圧師, はり師, きゆう師等に関する法律等の一部改正を受けて,
博物館法第６条の条文内の「第56条第１項」を「第56条」に改めた｡
⑩ 平成５年11月12日改正
この改正は「行政手続法の施行に伴う関係法律の整備に関する法律」第80条による改正で
ある｡ これは博物館法第14条第２項の「都道府県の教育員会は, 前項の規定による登録の取
消をするに当っては, あらかじめ, 当該博物館の設置者に対し, 陳述する機会を与えなけれ
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ばならない」を削除した｡ またこれに伴う字句の調整 (｢第１項」を「前項に｣,「取消」を
「取消し」に｡「すみやかに」を「速やかに」に,「第３項」を「第２項」に）を行った｡
⑪ 平成11年７月16日改正
この改正は「地方分権の推進を図るための関係法律の整備等に関する法律」137条による
改正である｡ これは博物館法第17条「都道府県の教育委員会は, 文部大臣に対し, その求め
に応じて, 当該教育委員会において登録した博物館に関し, 必要な事項について報告しなけ
ればならない｡」の規定を地方分権推進の観点から, 削除したものである｡
⑫ 平成11年12月22日改正
この改正も２本あり,「中央省庁等改革関係法施行法」527条及び「独立行政法人業務実施
の円滑化等のための関係法律の整備等に関する法律」13条による改正である｡ 前者について
は博物館法上の文言である「文部省令」及び「文部大臣」をそれぞれ「文部科学省令」及び
「文部科学大臣」に改めたものである｡ 後者は博物館法第２条第１項の条文の「その他の法
人」に加えて,「(独立行政法人 (独立行政法人通則法 (平成11年法律第103号）第２条第１
項に規定する独立行政法人をいう｡ 第29条において同じ｡ を除く｡）を追加した｡ また博物
館法第29条に「国」の加えて,「又は独立行政法人」を追加した｡
⑬ 平成13年７月11日改正
この改正は「学校教育法の一部を改正する法律附則」５条によって学校教育法第56条が第
56条第１項に改められたことにより, 博物館法第６条が改正された｡
⑭ 平成18年６月２日改正
この改正は「一般社団法人及び一般財団法人に関する法律及び公益社団法人及び公益財団
法人の認定等に関する法律の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律の施行に伴う関係法
律の整備等に関する法律」267条による改正である｡ 博物館法第２条上の「民法第34条の法
人」を「一般社団法人若しくは一般財団法人」に改めた｡
⑮ 平成19年６月27日改正
この改正は「学校教育法等の一部を改正する法律附則」８条による改正である｡ 学校教育
法第56条第１項を第90条に第１項に改正されたことによる博物館法第６条の改正である｡
⑯ 平成20年６月11日改正
この改正は「社会教育法等の一部を改正する法律」３条による改正であり, 昭和30年の
「第１次改正」以来の大きな改正となった｡ これは平成18年12月の教育基本法の改正を受け
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て, 博物館が行う事業として社会教育における学習の機会を利用して行った学習の成果を活
用して行う教育活動等の機会を提供・奨励する事項を加えることや博物館協議会の委員を任
命できる範囲に家庭教育の向上に資する活動を行う者を加える者を加えること, また博物館
の運営状況に関する評価及び改善並びに関係者への情報提供に努めるべきこととしたこと,
学芸員等の関する資格取得要件の見直し及び資質の向上についての改正を行った｡ 削除され
ていた博物館法の第７条「学芸員及び学芸員補の研修」を新設し,「文部科学大臣及び都道
府県の教育委員会は, 学芸員及び学芸員補に対し, その資質の向上のために必要な研修を行
うよう努めるものとする」及び昭和61年の改正で削除されていた第９条を追加, 第９条の２
を新設し, 第９条は「博物館は, 当該博物館の運営の状況について評価を行うとともに, そ
の結果に基づき博物館の運営の改善を図るため必要な措置を講ずるよう努めなければならな
い｡」とし, 第９条の２は「博物館は, 当該博物館の事業に関する地域住民その他の関係者
の理解を深めるとともに, これらの者との連携及び協力の推進に資するため, 当該博物館の
運営の状況に関する情報を積極的に提供するよう努めなければならない｣, 第21条では博物
館協議会の委員について,「学校教育及び社会教育の関係者」の後に「家庭教育の向上に資
する活動を行う者」を追加した｡ また, ｢当該博物館を設置する地方公共団体の教育委員会｣
と改正された｡ また第２条３において「この法律において「博物館資料」とは, 博物館が収
集し, 保管し, 又は展示する資料」の後ろに「(電磁的記録 (電子的方式, 磁気的方式その
他人の知覚によっては認識することができない方式で作られた記録をいう｡）を含む｡）を追
加した｡
また第８条の「設置及び運営上望ましい基準」では「文部科学大臣は, 博物館の健全な発
達を図るために, 博物館の設置及び運営上望ましい基準を定め, これを教育委員会に提示す
るとともに一般公衆に対して示すものとする」の下線部を「公表するものと」と改めた｡ ま
た第２条の条文内の「レクリエーシヨン」と第３条の一の「フイルム」をそれぞれ「レクリ
エーション」と「フィルム」とにそれぞれ改めた｡
第５条の第２項「学芸員補」についても「前項第２号の学芸員補の職には, 博物館の事業
に類する事業を行う施設における職で, 学芸員補の職に相当する職又はこれと同等以上の職
として文部科学大臣が指定するものを含むものとする｡」を「前項第２号の学芸員補の職に
は, 官公署, 学校又は社会教育施設 (博物館の事業に類する事業を行う施設を含む｡) にお
ける職で, 社会教育主事, 司書その他の学芸員補の職として文部科学大臣が指定するものを
含むものとする｡」と下線部のように改正された｡
⑰ 平成23年８月30日改正
この改正は「地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を図るための関係法律
の整備に関する法律」19条による改正である｡ 博物館法第22条の「博物館協議会の設置,
その委員の定数及び任期その他博物館協議会に関し必要な事項は, 当該博物館を設置する
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地方公共団体の条例で定めなければならない｡」を「博物館協議会の設置, その委員の任
命の基準, 定数及び任期その他博物館協議会に関し必要な事項は, 当該博物館を設置する
地方公共団体の条例で定めなければならない｡ この場合において, 委員の任命の基準につ
いては, 文部科学省令で定める基準を参酌するものとする」とした｡
⑱ 平成26年６月４日改正
この改正は「地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を図るための関係法律
の整備に関する法律」７条による改正である｡ 博物館法第10条の「教育委員会」の後に
「(当該博物館 (都道府県が設置するものを除く｡）が指定都市 (地方自治法 (昭和22年法
律第67号）第252条の19第１項の指定都市をいう｡ 以下この条及び第29条において同じ｡）
の区域内に所在する場合にあつては, 当該指定都市の教育委員会｡ 同条を除き, 以下同じ｡）
を加えた｡ また博物館法第29条についても｡「教育委員会」の後に「(当該施設 (都道府県
が設置するものを除く｡）が指定都市の区域内に所在する場合にあつては, 当該指定都市
の教育委員会)」を付け加えられた｡
⑲ 平成29年５月31日改正
この改正は「学校教育法の一部を改正する法律附則」20条による改正である｡ 博物館法
第５条第１項の「学士の学位」の後に「(学校教育法 (昭和22年法律第26号）第104条第２
項に規定する文部科学大臣の定める学位 (専門職大学を卒業した者に対して授与されるも
のに限る｡）を含む｡)」を追加した｡ これにより第２項に規定していた学校教育法の後ろ
に (昭和22年法律第26号）と入っていたのを削除した｡
３ まとめ －博物館の法制度への提言－
① これまでの博物館法改正を通して何が変わったのか
前節まで博物館法の改正状況について見てきた｡ これまで19回行われた博物館法の改正は
博物館法以外の法律の改正を受けてのものがほとんどであり, 結局, ③の昭和30年のものだ
けが博物館法の根幹に関わる改正であった｡ 1970 (昭和45）年に日本博物館協会に学芸員制
度調査会が設置され, 諸外国の制度などを参考にして提言したのが学芸員制度である｡ この
制度は制定時の博物館法第４条第５項により, 人文科学学芸員と自然科学学芸員との２つに
分けて規定されていた｡ それをこの③1965 (昭和30）年改正で学芸員資格を１本化したこと,
また博物館相当施設の指定を文部大臣から地方自治体の教育委員会に変えることとした｡ 後
者については実務的に考えれば当然の流れであって, 結局, 博物館法の改正というのは実態
的な観点からのものからでしか改正できていなかったことを示す証左にすぎない｡
更に, その後の改正でも博物館法の改正にについて根本的な改正に至らなかった理由の一
つに行政組織, 特に地方自治体という国立ではない機関の職員の任用の事情にもよるのでは
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ないかと思われる｡ 日本の博物館の７割程度は地方公共団体が設置した「公立」の館が占め
ているとされる｡ その公立の博物館の職員の任用を考えれば, 専門職としての学芸員を雇用
するということは他の職場に異動させにくいスペシャリストとしての職員を増やす, という
ことであり, ゼネラリストの雇用を組織として進めたい自治体としてはあまり抱えたくない
人員ということになる｡ 東京都等のような, 地方自治体の中でも巨大で, 財政的にも比較的
余裕のあるところであれば, 教育委員会所属の学芸員といった, 本来的な博物館に属する専
門職としてではなく, 文化財の専門職としての「学芸員」を置けるようなところはあるが,
多くの自治体は決してその余裕はない｡ それゆえ, 自治体の中で学芸員有資格者を固定した
採用もなかなか難しい, 更に自治体の財政悪化も手伝い, 専門職としての学芸員の雇用が進
まなかったと考えられる｡
ではより良い博物館制度にしていくためにはどうすればよいのだろうか？筆者の考えでは
博物館法そのものに今の社会状況で博物館界の望むような固定した形での学芸員の任用は難
しいと考えている｡ それは現在の日本の社会状況が「規制緩和」の方向性に進んでおり, 新
たなポストを置かなければならないというような規程を置くことが「規制」そのものと捉え
られてしまうことになるからである｡ それゆえ, 今, 博物館法の改正に取り組めば, 博物館
に学芸員を必置にしたりするようなことにはならず, かえって折角の国家資格自体が骨抜き
にされかねない状況である｡ それゆえ, 現実的な戦略として, 今の段階では具体的な法改正
にすぐに進むのではなく, 博物館と学芸員という制度について議論を積み重ねていくことを
提案する｡ その先行事例となるのが図書館ではないか｡ 特に同じ社会教育の施設として位置
付けられている図書館が先行して詰めてきた「図書館の自由」をまず研究し, 議論するので
ある｡
② 博物館制度を支える思想－ ｢博物館の自由｣ －
筆者は以前, 全日本博物館学会に投稿した「博物館の法的基盤の検討－博物館における
「学問の自由」論を中心に－｣2) において博物館の法的基礎と考えられる「学問の自由」に
基づいた「博物館の自由」について考察を行った｡ この論考に関しては大学における「学問
の自由」を根拠に博物館における学芸員の「学問の自由」について考察したが, 学芸員の研
究ということに関して現実問題として簡単に大学と比較してよいのかといった御指摘やそん
なに法的な問題点を発表したいのであれば, 法学系の学会で行ってはどうか, といった, 事
の深刻さを理解していない御指摘もいただいた｡
そもそも筆者が「博物館の自由」について興味を持ったのは行政法の概説書の中で稗貫俊
文が書いた「図書館法・博物館法」の中の博物館法に関する部分であった3)｡ この中で稗貫
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2）井上敏「博物館の法的基盤の検討－博物館における「学問の自由」論を中心に－｣『博物館学雑誌』
第24巻第１号 (通巻29号）35頁～46頁 1998年10月｡
3）稗貫俊文 ｢第二部 図書館法・博物館法」『文化・学術法』 (現代行政法学全集25 ぎょうせい）
は図書館法にならって博物館法の解釈を博物館学の研究書である旧版の博物館学講座の新井
重三の論考4）を踏まえて「博物館事業と博物館の自由」を展開している｡ まず新井の論考は
どうであったかと言えば, 博物館学講座の論考の「Ｂ 国家的要請と博物館」で「博物館は
大別して国および地方自治体が行政上の必要から博物館を意図的, 計画的に設立する場合と,
市民サイドから自然発生的に芽生えてくるもの」とに分け,「一般的にいって国公立の博物
館は前者であり, 私立博物館とは異なった役割と責任を持つとみるべきであろう｡ 国や地方
自治体が国費をもって博物館を建設する場合には, 国家が考える, ある目的があり, それを
達成する手段として設立される場合が予想される」とし,「時の国家が進めている政策の一
環として博物館が組み入れられる場合が当然起こり得る」とする｡ そして「博物館が行政の
末端に位置づけられている場合, 上部組織からの指導は相当な重みがある｡ …このような場
合に博物館は正しい価値判断に基づく選択が迫られているのである」とし,「この前提条件
として「博物館の自治」が緊急に確立されることを望むものである」としている｡ そしてこ
のように博物館を位置づける理由として「日本の過去にも政治政策と博物館が結びつき戦争
に架担していった例がある」からとしている｡ これを受けて稗貫は「博物館資料の収集, 保
管, 展示, 調査研究は, それ自体専門的な事項であり, とりわけ一般公衆との関係における
展示は教育文化的機能を有し, 保管, 調査研究は, 学術的性格を有するのであるから, 当然,
専門職員集団の自律的権限が確立されていなければならない」とし「その権限は, 博物館条
例に明記されるべきことはすでに述べたが, それがそのまま「博物館の自由」の法的根拠と
されうる」と展開していく｡
このことは大学と同様に博物館にも一定の自立 (自律）した集団の存在が想定されている｡
そして教育委員会については「かかる自律的権限の存在を前提に, 一般的な指導, 助言の権
限を行使できるが, それを越えて内容にまで立ち入ることはできないと解される」としてい
る｡ つまり教育委員会には管轄下にある博物館に対して, 一般的な指導や助言はできるが,
それ以上に踏み込んでの指揮などは到底できない, と解するのである｡
更に「博物館における調査研究機能については,「資料の保管 (育成）と展示に即したも
の」と,「それとは独立して行われる研究」に分け,「前者の調査研究機能は専門的職員集団
により担われ, 博物館の自由の内容を構成するもの」とし,「後者の調査研究機能は, むし
ろ, 憲法23条の学問の自由の保障にかかわる分野としてとらえていくべきである」としてい
る｡ おそらく前者は博物館固有の事業としての調査研究であり, これ以外の学芸員自身の興
味関心による研究を後者として分けて, 考察している｡
この点は稗貫の指摘した後者の方の論点である博物館における「学問の自由」については
先述した拙稿において考察してみた｡ この点は論考を執筆した時点で図書館側のように戦後
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219頁～341頁 1986年｡ 特に「博物館の自治」については「第六節 公共博物館の運営」312頁～315
頁を参照｡
4）新井重三「Ｂ 国家的要請と博物館」『博物館学講座１博物館学総論』 (雄山閣）55頁～57頁－1979
年｡
いち早く取り組んでいたら, また違った博物館法制の展開があったのでは, とは思っている｡
「学問の自由」という考え方が博物館界において国立大学の独立行政法人化が問題になる以
前から議論が重ねられ, 蓄積されていたのであればその議論と共にそれが現実に取り入れら
れて博物館における「学問の自由」として構築できていたかもしれない｡ しかし, それは博
物館界においては取り組んでこなかった｡
更に図書館側の論考を見てみると図書館側が戦前の反省の下に「国民」にとって図書館を
民主制を支える制度としていかに戦後, 実体化させていったか, － ｢図書館の自由｣ －を学
んだ｡ それは逆に博物館を取り上げるには図書館との違いはあるが, 結局博物館側が博物館
を国民のものとすることの努力が十分でなかったからこそ, 博物館が敷居の高いもの, 博物
館行き, といった意識を国民に植え付けてしまったからではないだろうかと感じざるを得な
い｡ また拙稿において「博物館の自由」を専門集団としての学芸員に絞って考えるのではな
く, 国民の側からの法的構成を考えてこなかったことを反省する｡「国民にとって必要な機
関｣, それは国民の「知る権利」を支える「権利としての博物館」を構築出来ていたら, 博
物館法改正においてもまた違った展開があったかもしれない｡「国民が必要とする機関」で
あれば, それに対して国民の税金から一定の経済的サポートをすることに対しても国民の理
解が得られる, ということも可能であったのではないだろうか｡ 更には博物館の入館料の原
則無料化 (勿論, 博物館法の原則は今でも「公立博物館の入館料は原則無料」であるが）も
可能になってくることになるのではないだろうか, と思える｡ それゆえ, 今後は国民の「知
る権利」を支える博物館としての「国民の」権利構成を改めて別稿で論じてみたいと思う｡
（2017年12月５日受理）
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An introduction of study about Intellectual Freedom
in Museums of Japan
INOUE Satoshi
Museum Act in Japan is amended 19times from 1952 to 2017. But these Amendments are not
meaningful from the viewpoint of museum system in Japan. Because the purpose of discussion of
legal reform about Act is not clear.
And present economic, social and political situation will not make the amendment meaningful.
Now what needed is not amendment. It is the discussion about Intellectual Freedom in
“Museums”. We, museums in Japan should be study the precedent of the Libraries－Intellectual
freedom in Libraries－.
